様式第１号（第３条関係）

年　　月　　日

申請書

（あて先）

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先（電話）　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　飯塚市公の施設に係る指定管理者の指定を受けたいので、申請します。

　　　　飯塚市（施設名称を記入　　　　　　　　　　　　）

様式第２号（第３条関係）

申請資格に関する申立書

年　　　月　　　日

（あて先）

申請者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　の指定管理者の指定の申請に関し、団体及びその代表者が次のいずれの事項にも該当しないことを申し立てます。

１　法律行為を行う能力を有しないこと。

２　破産者で復権を得ないこと。

３　地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第244条の２第11項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過しないこと。

４　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項（同項を準用する場合を含む。）の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されていること。

５　指定管理者の指定を委託とみなした場合に、法第92条の２、第142条（同条を準用する場合を含む。）又は第180条の５第６項の規定に抵触することとなる者を構成員とすること。

様式第３号（第３条関係）
事業計画書

年　　　月　　　日

	飯塚市（施設名を記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	団体名
	　

	代表者名
	　
	設立年月日
	年　　月　　日

	団体所在地
	　

	電話番号
	　
	ＦＡＸ番号
	　

	Ｅ―mail
	　


	現在運営している類似施設
	所在地
	主な業務内容
	管理運営期間

	　
	　
	　
	自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日

	　
	　
	　
	自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日

	　
	　
	　
	自　　年　　月　　日
至　　年　　月　　日


内容（別紙可）

	［指定管理者としての適正について］
１　関連法令等の遵守についての対応策（個人情報保護・情報公開への対応や管理運営上の許認可関係を含む。）

	２　管理運営方針

	３　平等利用の確保について

	［適切な管理運営とサービスの向上策について］
１　管理運営の具体的方法（点検・自己評価の方法を含む。）

	２　サービス向上のための方策

	３　利用促進のための方策（ＰＲ計画を含む。）

	４　利用者の声の把握及び反映の方策

	５　地域貢献の方策（地域との連携、他施設との連携を含む。）

	［安定した管理運営について］
１　職員配置（職員への指示系統が分かる組織図を含む。）

　　※業務に対応する有資格者（経験者）の配置を明確にすること。

	２　職員の研修計画（個人情報保護、管理運営、緊急時対応など）

	３　類似施設の管理運営実績

　※再委託を行っている（いた）場合、その業務内容や委託先も記載する。


	４　利用者等の安全確保のための方策（訓練・研修・点検等を含む。）

	５　緊急時の指示系統・連絡体制及び対処方法

	６　損害賠償等のリスク対応

	［自主事業実施計画］
１　年間の自主事業実施計画（「事業実施計画」については別紙に記入のこと。）

　※ここでいう事業とは、公の施設において指定管理者が実施する各種講座、講演会等をいう。

	２　アピールしたいところ

	３　管理運営に際しての問題点及びその解決方法
　　※再委託の範囲や委託先を明確にすること。

	· その他　　
特記すべき事項があれば、記入してください。


事業実施計画書（　　年度）

※ここでいう事業とは、公の施設において指定管理者が実施するものをいう。

	事業名
	目的・内容等
	実施時期・回数

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　


	収　支　予　算　書　（　　　年度）

	（単位：千円）

	科目
	予算額
	備考（内訳・内容等）

	収
入
	市からの委託料
	
	

	
	利用料金
	
	

	
	その他
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	収入合計　（Ａ）
	
	

	支
出
	人
件
費
	常勤職員給与
	
	　　　　人

	
	
	非常勤職員給与
	
	　　　　人

	
	
	賞与
	
	

	
	
	法定福利費
	
	

	
	
	福利厚生費
	
	

	
	
	
	
	

	
	人件費計　①
	
	

	
	事
業
費
	旅費交通費
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	

	
	
	水道光熱費
	
	

	
	
	消耗品費
	
	

	
	
	什器備品費
	
	

	
	
	保険料
	
	

	
	
	租税公課
	
	

	
	
	修繕費
	
	

	
	
	賃借料
	
	

	
	
	委託費
	
	

	
	
	広告宣伝費
	
	

	
	
	雑費
	
	

	
	
	
	
	

	
	事業費計　②
	
	

	
	管
理
費
	旅費交通費
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	

	
	
	水道光熱費
	
	

	
	
	消耗品費
	
	

	
	
	什器備品費
	
	

	
	
	保険料
	
	

	
	
	租税公課
	
	

	
	
	賃借料
	
	

	
	
	委託費
	
	

	
	
	会議費
	
	

	
	
	広告宣伝費
	
	

	
	
	雑費
	
	

	
	
	
	
	

	
	管理費計　③
	
	

	支出合計（①＋②＋③）　（Ｂ）
	

	収支　（Ａ）－（Ｂ）
	
	

	

	※１　1年間（12ヶ月）の収支を記入してください。
	

	※２　内訳項目が足りない場合は、適宜追加し、備考欄に内容等を記入してください。

	※３　年度ごとに作成してください（指定申請期間の毎年度の収支見込が同じであれば、１枚の提出で可）。


様式第４号（第３条関係）

年　　　月　　　日

団体概要書

	団体名
	　

	代表者名
	　

	所在地
	　

	連絡先
	電話
	　
	ＦＡＸ
	　

	
	担当者名
	　


　団体の概要

	設立年月日
	　
	会員数
	

	主な活動内容
	　

	今までの活動実績
	　

	特記事項
	　


　決算状況（直近の３年間を記入してください。）

	　
	収入
	支出

	　
	　
	　

	計
	　
	　


